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⾃⾝の保健医療情報を活⽤できる仕組みの拡⼤について

資料５

令和４年３⽉４⽇



医療機関等で健診・検診情報等を閲覧できる仕組み
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データヘルス改革工程表

２

第８回データヘルス改革推進本部
（令和３年６⽉４⽇）資料より抜粋、⼀部改変



特定健診等については、オンライン資格確認等システムに格納されているが、
自治体検診等については、自治体中間サーバに格納されている

３

健診・検診機関等

⽀払基⾦等保険者 医療機関等

特定健診等

マイナポータル

自治体 自治体中間サーバ

特定健診等については、本人同意があれば、
医療機関等で閲覧できる

⾃治体検診については、令和４年６⽉より副本（※）が格納
予防接種歴・乳幼児健診については、すでに副本が格納済

自治体検診・予防接種歴・乳幼児健診

（※）自治体システムに格納されたデータのコピー

• 高確法に基づき実施

• 実施主体は保険者

• 健康増進法等に基づき実施

• 実施主体は自治体

現状

オンライン資格
確認等システム

※ 学校保健安全法に基づく学校健診（実施主体は学校）については、⽂部科学省が⾏う実証事業（令和３年度〜）
により、情報の格納の在り方も含め、本人や保護者がマイナポータルで閲覧できる仕組みを検討中。



基本的な考え方

４

 自治体検診や乳幼児健診、学校健診、予防接種について、これらの情報を本人が閲覧・活用できる仕組み

を整備することで、日常の生活習慣の改善等を通じ、予防・健康づくりにつなげられる。

※自治体検診とは、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診及びがん検診のことをいう。

 加えて、これらの情報を医療機関等で閲覧できるようにすることで、より良い医療につなげられる。

• がん検診の⼀部項⽬をはじめとして、経年でデータを取得することで、よりよい診療に役⽴つ

• 感染症に対応する中での予防接種歴や、乳幼児健診情報を把握することでより良い診療につなげられる

 これらを踏まえると、自治体検診情報等を医療機関等で閲覧できる環境を患者本⼈同意の下で整えること

は必要。

 自治体検診等の実施事務においては、自治体は紙の予診票や検診記録等を送付・受領するなど、⾮効率な

点も多く、事務全般のデジタル化・効率化（DX）も⾒据えて、上記の環境を整備する必要がある。

 ⾃治体検診等を受ける本⼈にとっても、利便性向上のため、紙の予診票や接種券等ではなく、デジタル・オン

ラインを活用できるような環境を整えることが求められる。

こうした状況を踏まえ、それぞれの事務や閲覧できる情報の性質も考慮しつつ、

医療機関等で情報を閲覧できる仕組みを検討していく。

一方で、

※自治体において「電子化すべき項目」とされていない妊婦健診等の情報についても、課題等を整理し、検討する。

以下の考え方については、今後関係者とも協議し、検討を進めていく。



考えられる実装方法（イメージ）

⽀払基⾦等保険者 医療機関等

自治体 自治体中間サーバ

案① 患者本人が、自身の端末で自治体（中間サーバ）からマイナポータルを通じて入手した情報を医師等に提供する

案② 患者本人が自治体（中間サーバ）に照会・取得した情報を、オンライン資格確認等システムを通じて医師等に提供する
（※）本⼈から⾃治体への情報の照会の業務について、医療機関に委託することについて、本⼈の同意を得る。

健診・検診機関等

③

②

①

マイナポータル

本人同意本人同意

データを
登録

医師等に
提示

⾃治体検診情報等を医療機関等で閲覧できるようにするためには、以下の実装⽅法が考えられるが、今後関係

者とも協議しつつ、検討を⾏う。

案③ 自治体での業務のDX（接種券等のオンライン化等）とあわせ、自治体からオンライン資格確認等システムに登録した情報
について、医療機関等から同システムに照会する

業務を
DX化

オンライン資格
確認等システム
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各案のメリット・課題と今後の方向性

６

 当⾯は、医療機関等での情報閲覧が可能となる環境整備を最も早くできる案①で対応する。
（※１）予防接種・乳幼児健診については、現状でも可能。⾃治体検診については、令和４年６⽉から対応可能。学校健診については、令和６年度中に全国で対応予定。

（※２）国⺠にとってのメリット・デメリットの調査・検証を⾏う予定。

案① 患者本人が、自身の端末で自治体から
マイナポータルを通じて入手した情報を医師等
に提供する

【国⺠】
・より良い医療を受けられる
・患者本⼈が⾃らの保健医療情報を提⽰するの
で、自らの健康状態把握のきっかけになる

【医療機関】
・より良い医療を提供
・自らの情報を把握した患者を診断するので、よ
り円滑なコミュニケーションが期待できる

【その他】
・マイナポータル等現⾏のシステムを活⽤できる

・患者本人が毎度マイナポータルにログインし、さ
らに、医師が、患者本人の端末を閲覧すること
が必要

案② 患者本人が自治体に照会・取得した情報
を、オンライン資格確認等システムを通じて医師等
に提供する

【国⺠】
・より良い医療を受けられる
・本人同意方法を工夫することで、患者本人の負
担軽減

【医療機関】
・より良い医療を提供
・医師は特定健診情報等と自治体検診情報等を
一元的にオン資端末で閲覧やダウンロードが可能

・システム改修・法改正必要
・オンライン資格確認等システムの改修が必要

【国⺠】
・より良い医療を受けられる
・本人同意方法を工夫することで、患者本人の負担軽
減
・マイナンバーカードで健診・検診等が受けられる

【医療機関】
・より良い医療を提供
・医師は特定健診情報等と自治体検診情報等を一元
的にオン資端末で閲覧やダウンロード可能

【自治体】
・事務の効率化・コスト軽減が可能

メ
リ
ッ
ト
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題

案③ 自治体での業務のDXとあわせ、自治体からオ
ンライン資格確認等システムに登録した情報について、
医療機関等から同システムに照会する

・システム改修・法改正必要
・オンライン資格確認等システムの追加コスト発生
・デジタル化を前提に、⾃治体における事務全般を⾒直
すことが必要

 今後、政府全体のDXの動向や各事務のデジタル化の進捗状況・コスト等も踏まえ、案②・③についても、関係者と協

議しつつ、検討を⾏っていく。


